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『令和3年第3回青森市議会定例会全議案可決」
・予算案9件・条例案1件・単行案4件・決算21件・報告9件=_菫算案9件･条例案1件単行案4件快算2'件鞘告9ftノ

,月定例会は決算議会[も言われ霞すが岬和ﾕ年度の決算〆
況が報告され審議されました。また、一般質問では新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症対策や経済対策が主な質問でしたが、一般会計補正予算と決算の認定は賛
成多数で承認されました。

儀 蕊 議慧
ワクチン接種を積極的にご検討ください。
今回の議会での提出案件で驚いたのが、 「訴えの提起について」でした。
アウガ地下の「テナント」で家賃が未納されていて、その請求のため訴える
との事でした。コロナの影響で支払いが困難だったのかと思いましたが、コロ
ナ感染拡大の前から家賃の支払いが滞っていたとの事でした。
また、生活関連では、北海道東方沖の大地震に伴い、湾内に最大級の津波が
押し寄せた場合の新たな浸水区域の地図が県から示され、西部I区は全区域が
浸水する事から、地図の利活用についての2件を予算委員会で質問しました。
お知らせrあおもり令和の会」会派から離脱、当面無所属で活動していきた
いと考えていますので、引き続き皆様のご支援、ご協力をお願い申し上げます

L－ 副議長 藤田まことノ
予算委員会質問事項

1．訴えの提起について （9月末までの滞納額約2932万円） ）

訴えた相手方の代表役員が、地権者の一人である事から家賃の回収について聞いた

①今般の訴えの提起の相手方は、アウガ地権者でもあると聞いているが、
滞納賃料を地権者の財産と相殺することはできるのか。

答弁：訴えの提起の相手方は、地権者の一人が代表を務める法人であるが、民法第3
4条の規定により、法人は独立した法人格を有し、構成員とは別人格となるため、
当該法人への債権については、構成員の財産に対し、その責を超えて相殺するこ
とはできない｡」

②今後裁判になると考えられるが、青森地方裁判所から和解の提案があっ
た場合、どうするのか。

答弁：青森地方裁判所からの和解の提案については、現時点で、本市としては、当該相
手方の滞納期間が令和元年8月分からこれまで長期にわたっており、その間、一
部納付はあったものの、納付が履行されないことから、本定例会に滞納賃料の支
払請求に係る「訴えの提起」の議案を提出しており、滞納員料の支払請求に係る
訴状を青森地方裁判所に提出する以前であることからお答えできない。

| 《要望》当然和解案が、どこかの段階で示されると思いますが、市民感情としては、滞
納を助長する事になるので、和解はせずに、回収に努めてもらいたい。






